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門 市 人 第 1 9 1 号 

令和２年７月 21 日 

 

大阪社会保障推進協議会 

会 長 井上 賢二 様 

 

 

門真市長 宮本 一孝  

 

 

２０２０年度自治体キャラバン行動 

「新型コロナ感染症のもとでの住民のいのちと暮らしを守るための要望書」 

について（回答） 

 

 令和２年６月９日付で要望書提出のありました標記の件について、下記のと

おり回答いたします。 

 

 

記 

 

 

・要望書回答   別紙のとおり 
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門真市 市民文化部 人権市民相談課 

担当 東  

電話  06-6902-5648（直通） 
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１．自治体の職員削減をやめ、緊急時にも市民救済にこたえられる職員配置を

してください。その際は非正規ではなく正規職員での採用を行ってください。 

【回答】人事課 

人員配置及び職員採用については、職場状況や普通退職者数、業務量の状況

も加味しつつ、検討してまいります。 

 

２．各市町村独自の現金支給をいち早く、かつ何度も行ってください。 

【回答】企画課 

市独自施策につきましては、新型コロナウイルス感染症の影響による社会情勢を

踏まえ、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金や国の補助事業も活

用した取組み等を検討してまいりたいと考えております。 

 

３．国に対して特別定額給付金の第二弾、第三弾を行うよう強く要請してくだ

さい。 

【回答】企画課 

国においては、令和２年度２次補正予算が成立し、経済回復に向けて、

様々な支援を行っていくと聞き及んでおります。新型コロナウイルス感染症

対策について、必要に応じて要望してまいります。 

 

４．各市町村独自に地域で活動するＮＰＯ、子ども食堂等と連携し、フードバ

ンク・フードドライブ・フードパントリー事業を立ち上げ、「食うに困って

いる」子ども、学生、シングルマザー、高齢者はじめ市民に食べ物が届くよ

うにしてください。 

【回答】福祉政策課、こども政策課 

子ども食堂等に関する市民への情報提供や、食材の提供を希望される企業

等とのマッチング等を通じて、継続的な運営に資するよう支援に努めており

ます。 

また、支援を要する子ども及び保護者の発見から支援の実施、見守りにつな

げることを目的とした「子どもの未来応援ネットワーク事業」を実施している

ところであり、物資の提供も行っております。 

なお、門真市社会福祉協議会にて、善意銀行の事業として、生活困窮者に対

し、米やパン、缶詰などの食材支援を行っております。 

 

５．小中学校の給食費を無償化してください。休校中も必要な子どもたちのた

めに安心・安全・おいしい給食の提供を行ってください。保育所・こども
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園・幼稚園などの副食費を無償化してください。 

【回答】教育総務課 

学校給食費については、学校給食法により、経費の負担区分が定められてお

り、学校給食の経費については、児童または生徒の保護者の負担とすると規定

されております。一方で、一部の自治体において、一部補助なども含めた給食

費の無償化が導入されていることは聞き及んでおり、保護者の負担軽減の観

点から一定の効果があるものと認識しております。今後においても、引き続き、

他市等の動向も注視しつつ、検討をすすめてまいりたいと考えております。 

【回答】保育幼稚園課 

保育所・こども園・幼稚園などの副食費についてですが、本市では、国に先

行して平成 29 年度より段階的に実施してきた３歳児から５歳児の幼児教育・

保育の無償化において、副食費を含めた保育料を無償化の対象としてきまし

た。 

また、令和元年 10 月からの国の幼児教育・保育の無償化により副食費が実

費徴収とされた際も、徴収免除対象とならない世帯について、同月より副食費

相当額を施設に補助することで、引き続き保護者負担の軽減を図っておりま

す。 

  さらに、令和２年４月からは、副食費無償化の対象範囲を私立幼稚園に通

う年収 360 万円未満相当世帯及び全ての世帯の第３子以降まで拡充しており

ます。 

  今後におきましても、保護者の負担軽減を図るべく、引き続き適切な対応

に努めてまいります。 

 

６．税・国民健康保険料・介護保険料などの値上げを行わず、さらに大幅な減免

制度を行ってください。国民健康保険傷病手当は被用者だけでなく自営業者

やフリーランスにも適用拡大をしてください。6 月の納付書送付時には、傷病

手当や減免制度の内容、徴収の猶予、一部負担金減免などわかりやすいチラ

シをいれ周知を行ってください。なお、申請については窓口での三密をさけ

るため郵送申請、メール申請ができるよう、ホームページに申請用紙をアッ

プしダウンロードができるようにしてください。 

【回答】課税課 

市税については、地方税法の規定に基づき適正に算定しております。減免に

ついても、同法に基づき適切に行ってまいります。また、申請方法については、

お問い合わせをいただいた上で、感染予防の観点から郵送申請をご案内して

います。 

【回答】債権管理課 

税及び国民健康保険料における徴収の猶予制度の周知につきましては、広
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報及びホームページにて行っているところであります。 

来庁以外の申請方法につきましては、郵送申請に加え、税の徴収猶予の特

例措置分につきましては、eLTAX による電子申請も可能となっております。 

申請書につきましては、ホームページにてダウンロードが行えます。 

【回答】健康保険課 

今回、新型コロナウイルス感染症の影響により収入が減少した世帯に対す

る新たな保険料の減免については、厚生労働省からの通知に基づき、既に申請

の受付を実施しております。 

新型コロナウイルス感染症に感染した被用者（国民健康保険もしくは後期

高齢者医療保険に加入されている方）に対する傷病手当金の支給については、

国の基準に基づき、傷病手当金の支給に係る門真市国民健康保険条例等の改

正のうえ、５月 1 日に公布を行い、１月１日に遡って適用しているところで

あります。 

また、傷病手当金については、ホームページに詳細を掲載し、原則、郵送で

の手続きにて行うことを周知しております。 

なお、自営業者及びフリーランスの方への対応については今後、国・府の動

向を注視してまいります。 

次に、新型コロナウイルス感染症に伴う国民健康保険料の減免制度の周知

でありますが、チラシ、ホームページ等に記載するとともに、新たに減免専用

の電話回線を開設するなど、一定の対応も行っており、申請に関しても、減免

だけではなく、様々な申請が郵送にて行えるよう、既にホームページ上に申請

書がダウンロードできるようになっております。 

なお、一部負担金減免に関しては例年、１０月の国民健康保険証の送付時に

パンフレットを作成し、周知を行っております。 

【回答】高齢福祉課（くすのき広域連合） 

介護保険料については、厚生労働省の通知に基づき、新型コロナウイルス感

染症の影響を受けた第１号被保険者に対する保険料の減免等に係る規定を条

例により新たに設けたところであり、その周知は、くすのき広域連合ホームペ

ージ等の各種媒体を利用するほか、７月に発送予定の介護保険料決定通知書

に減免等を記したお知らせチラシを同封するなどを予定しております。 

また、申請にあたっては、申請用紙をホームページからダウンロードでき 

るようにし、郵送による申請を可能とするなど、窓口における三密の回避に努

めるよう対応いたします。 

 

７．生活保護、住居確保給付金などの申請は簡易にし、三密をさけるため郵送

申請、メール申請ができるよう、ホームページに申請用紙をアップしダウン
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ロードができるようにしてください。 

【回答】福祉政策課、保護課 

  生活保護の申請については、以前より郵送での申請は受け付けております

が、生活保護の申請意思を確認したうえで、生活保護の要否判定に必要な情

報を聴取する必要があるため、ホームページへの申請書の掲載は考えており

ません。 

  また、相談室には仕切りを設置し、対人距離を確保したうえでマスクの着

用など、三密を避ける新型コロナウイルス感染拡大防止対策に努めておりま

す。なお、相談室の使用後は毎回アルコール消毒を行っております。 

住居確保給付金については、審査に要する提出書類や添付書類等が複数あ

るため、郵送で受け付けた場合、訂正や追記、再提出などが必要となり、か

えって支給決定が遅れる結果となることが想定されます。そのため、現在、

委託先の門真市社会福祉協議会において、聞き取りと説明を直接に行い、速

やかに申請を受け付け、支給に繋げるため、新型コロナウイルス感染防止の

対策を行いながら窓口での受付を案内しています。 

また、厚生労働省の特設サイトにて、申請相談窓口（門真市社会福祉協議

会）を明示の上、申請書等のダウンロードもできるようになっており、郵送

等による申請にも対応できることとしております。 

なお、申請手続きの簡略化については、厚生労働省からの事務連絡に基づ

き対応しております。 

 

８．新型コロナ感染症で明らかになったように医療体制確保が急務です。地域

医療構想を抜本的に見直すよう国、大阪府に働きかけてください。自治体と

して発熱外来を医師会、公立病院等と協力して確保してください。医療機関

や妊婦をはじめ必要に応じてＰＣＲ検査がうけられるように拡大してくださ

い。 

【回答】健康増進課 

国、府の責務として、それぞれの役割において医療体制の整備を推進するよ

う要望しているところであります。 

また、大阪府が開設を進めている発熱等の症状から感染が疑われる方への

PCR 検査について、現在、大阪府守口保健所及び門真市医師会と協議をして

いるところであり、実施に向けて可能な限り協力してまいります。 

 

９．堺市・東大阪市・豊中市・高槻市・枚方市・寝屋川市・吹田市・八尾市は市

立保健所の機能強化をはかってください。それ以外の自治体は保健所機能の
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強化を行うよう大阪府に強く要望してください。 地方独立行政法人大阪健

康安全基盤研究所を大阪府・市直営に戻し、人員予算を拡充するよう大阪府

に要望してください。 

【回答】健康増進課 

感染症の発生及びまん延防止を目的として策定された「大阪府感染症予防

計画」に基づき、感染症を取り巻く新しい事象に迅速・的確に対応し、総合的

な見地から感染症対策を推進するよう、引き続き府へ要望してまいります。 

 

10.マスク・消毒液・フェイスシールド・防護服・グローブ・ゴーグルなどを大

阪府と協力して必要数を全医療機関および介護事業所等に配布してください。 

【回答】健康増進課、高齢福祉課 

新型コロナウイルス感染症感染防止対策といたしまして、これまで市が備

蓄していたマスクを医療機関、介護事業所、障がい福祉サービス事業所、学

校や園等、必要とされる方々へ配付いたしました。今後につきましては、医

療機関へ市が既に配付したマスクの使用状況を含めた現状の把握に努めると

ともに、必要に応じて、寄付としていただいたマスクなどの追加配付を行っ

てまいります。消毒液につきましては、入手困難なアルコール消毒液を手指

消毒用として有効的に活用いただけるよう、施設消毒用の次亜塩素酸水を必

要とされる市内医療機関に配付いたしております。 

また、マスク・消毒液・フェイスシールド・防護服などが、大阪府より府

医師会を通じて医療機関に配付されていると聞き及んでおります。 

 

11.患者・利用者減による医療機関・介護事業所・障害者事業所等の経営困難

に対する赤字補填を国・大阪府に求めてください。 

【回答】産業振興課 

医療機関・介護事業所・障害者事業所等に対する支援金については、国が実

施する対象事業を限定しない持続化給付金があり、医療法人やＮＰＯ法人な

ど会社以外の法人も含め幅広く支給されます。 

また、府が実施するものとして、休業要請の対象になっていないものの新型

コロナウイルス感染症の影響を受け売上が減少している事業者を対象とする

休業要請外支援金があり、医療機関や介護事業所等も対象となります。 

本市も、これらの国、府の支援策について、引き続きホームページ等を通じ

て迅速な周知に努めてまいります。 

 

12.「ステイホーム」が長引き、生活困窮や先行きの不安、養育疲れなどで、

児童虐待やＤＶの可能性が高まる中、早期に把握し解決するための手立て、

関係部署との連携をすすめてください。 

【回答】人権市民相談課【WESS】・子育て支援課 
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児童虐待への対応としまして、とりわけ休校・休園の期間につきまして

は、支援が必要な子ども達のご家庭へ電話や訪問を実施し、子ども達の状況

確認を行うと共に、保護者の話を傾聴することでストレス緩和につながるよ

う、日頃にも増してその支援に努めております。また、子ども達の所属先へ

見守り支援をお願いすると共に、所属先及び庁内関係機関と連携を図りなが

ら、子ども達の安全確認を実施しております。また、相談先の周知方法とし

ましては、ホームページや広報誌など、様々な機会を通じて行っておりま

す。 

今後におきましても関係部署と連携を進めながら、児童虐待やＤＶに対

し、早期に解決できるよう取り組んでまいります。 

 

13.自然災害の発生に備え、避難所で感染が広がらないように感染予防策を早

急に具体化してください。 

【回答】危機管理課 

従来の避難所運営マニュアルに新型コロナウイルス感染症対策に関する項

目を加え、また、感染対策に必要となる物資の備蓄や分散避難を目的とする

ホテルとの協定締結等、避難所において感染者が出ないよう、感染対策に努

めてまいります。 

 

 

 


